
魚津市告示第88号 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金交付要綱の一部改正に

ついて 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金交付要綱（令和３年魚津市告示第

40号）の一部を次のように改正する。 

 

令和６年４月１日 

 

魚津市長　　村椿　晃　　



 改正後 改正前

 第１条－第３条　（略） 

　（補助対象住宅） 

第４条　補助金の交付の対象となる住宅（以下「補助対象住宅」という。）

は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

　（１）　（略） 

　（２）　住宅取得額が100万円以上であること。 

　（３）・（４）　（略） 

２　（略） 

第５条－第16条　（略） 

　　　附　則 

１　（略） 

（この告示の失効） 

２　この告示は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。ただし、同日ま

でに行われた第７条に規定する申請に係る事案については、同日後もなお

その効力を有する。 

３・４　（略） 

様式第１号（第７条関係）　【別記１】 

様式第２号 　（略） 

様式第３号（第９条関係）　【別記２】 

様式第４号（第10条関係）　【別記３】 

様式第５号（第12条関係）　【別記４】 

様式第６号　（略） 

様式第７号（第14条関係）　【別記５】

第１条－第３条　（略） 

（補助対象住宅） 

第４条　補助金の交付の対象となる住宅（以下「補助対象住宅」という。）

は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

　（１）　（略） 

　（２）　住宅取得額が100万円を超えること。 

　（３）・（４）　（略） 

２　（略） 

第５条－第16条　（略） 

　　　附　則 

１　（略） 

（この告示の失効） 

２　この告示は、令和６年３月31日限り、その効力を失う。 

 

 

３・４　（略） 

様式第１号（第７条関係）　【別記１】 

様式第２号 　（略） 

様式第３号（第９条関係）　【別記２】 

様式第４号（第10条関係）　【別記３】 

様式第５号（第12条関係）　【別記４】 

様式第６号　（略） 

様式第７号（第14条関係）　【別記５】



【別記１】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正案 

様式第１号（第７条関係） 

　　　年　　月　　日 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金 

事業計画認定申請書 

 

魚津市長　　　　　　　宛 

 

申請者　住　所 

氏　名 

連絡先（電話） 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金の交付の対象となる旨の認定を受

けたいので、魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金交付要綱第７条第１項

の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。  

備考 

　併用住宅の場合は、居住以外の部分の床面積＜50 ㎡、居住以外の面積/延

床面積＜0.5 である必要があります。 

 

 
建築場所又は所在地 魚津市

 取得区分 
（☑し てくだ さい）

□　転入者　・　□　市内居住者

 

延床面積（予定）

①自己の居住部分　　　　　　　　　　　　　　㎡ 

②居住以外の部分（併用住宅の場合）  　　　　　　　㎡ 

③合計（①＋②）　　　　　　　　　　　　　　㎡ 

（併用住宅の場合　②＜50 ㎡かつ②／③＜0.5 ）
 

建築のとき
着工（予定）年月日 年　　月　　日　

 完成（予定）年月日 年　　月　　日　
 購入のとき 購入（予定）年月日 年　　月　　日　
 転入（予定）年月日 年　　月　　日　
 

その他に関する事項 
（ ☑して くださ い）

□　市税等を滞納していません（世帯全員）

 □　本制度と補助対象が重複する国の他の補助制

度に申請していません



【別記１】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現行 

様式第１号（第７条関係） 

　　　年　　月　　日 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金 

事業計画認定申請書 

 

魚津市長 あて  

申請者（住宅取得者）　 

住　所 

氏　名　　　　　　　　　　　　 

連絡先（電話） 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金の交付の対象となる旨の認定を受

けたいので、魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金交付要綱第７条第１項

の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。  

備考 

１　次に掲げる書類を添付してください。 

（１）　付近見取図、配置図、各階平面図及び求積表 

（２）　住民基本台帳法に基づく世帯全員の住民票の写し 

（３）　申請者の戸籍の附票の写し（前号の住民票の写しにより、認定申請

日又は魚津市に転入した日の前１年間において魚津市に住民票を有

していないことが確認できる場合は不要） 

（４）　住宅取得額が分かる書類 

（５）　前各号に定める書類のほか、市長が必要と認めるもの 

２　併用住宅の場合は、居住以外の部分の床面積＜50 ㎡、居住以外の面積/

延床面積＜0.5 である必要があります。  

 
建築場所又は所在地 魚津市

 取得区分 
（☑し てくだ さい）

□　転入者　・　□　市内居住者

 

延床面積（予定）

①自己の居住部分　　　　　　　　　　　　　　㎡ 

②居住以外の部分（併用住宅の場合）  　　　　　　　㎡ 

③合計（①＋②）　　　　　　　　　　　　　　㎡ 

（併用住宅の場合　②＜50 ㎡かつ②／③＜0.5 ）
 

建築のとき
着工（予定）年月日 年　　月　　日　

 完成（予定）年月日 年　　月　　日　
 購入のとき 購入（予定）年月日 年　　月　　日　
 転入（予定）年月日 年　　月　　日　
 

その他に関する事項 
（ ☑して くださ い）

□　市税等を滞納していません（世帯全員）

 □　本制度と補助対象が重複する国の他の補助制

度に申請していません



【別記２】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正案 

様式第３号（第９条関係） 

　　　年　　月　　日 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金 

事業計画変更認定申請書 

 

魚津市長　　　　　　　宛 

申請者　住　所 

氏　名 

連絡先（電話）  

 

年　　月　　日付け　第　　　号をもって認定を受けた事業計画

について、当該計画を変更したいので、魚津市居住誘導区域住宅取得支援補

助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり申請します。  

 

 

　変更内容及び変更理由 

 

 変更前の内容 変更後の内容 変更理由
  

 

 

 

 

 

 

 

 



【別記２】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現行 

様式第３号（第９条関係） 

　　　年　　月　　日 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金 

事業計画変更認定申請書 

 

魚津市長 あて  

申 請 者 

住　所 

氏　名 

連絡先（電話）  

 

年　　月　　日付け　第　　　号をもって認定を受けた事業計画

について、当該計画を変更したいので、魚津市居住誘導区域住宅取得支援補

助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり申請します。  

 

 

　変更内容及び変更理由 

 

 変更前の内容 変更後の内容 変更理由
  

 

 

 

 

 

 

 

 



【別記３】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正案 

様式第４号（第 10 条関係）  

年　　月　　日 

 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金 

事業中止届 

 

 

魚津市長　　　　　　　宛 

 

申請者　住　所 

氏　名　　　　　　　　　　 

連絡先（電話）  

 

年　　月　　日付け　第　　　号をもって認定を受けた事業につ

いて、当該事業を中止したいので、魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金

交付要綱第 10 条の規定により、次のとおり届け出ます。  

 

記  

 

 

中止の理由 



【別記３】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現行 

様式第４号（第 10 条関係）  

年　　月　　日 

 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金 

事業中止届 

 

 

魚津市長　あて 

 

申　請　者 

住　所 

氏　名　　　　　　　　　　 

連絡先（電話）  

 

 

年　　月　　日付け　第　　　号をもって認定を受けた事業につ

いて、当該事業を中止したいので、魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金

交付要綱第 10 条の規定により、次のとおり届け出ます。  

 

記  

 

 

中止の理由 

 



【別記４】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正案 

様式第５号（第 12 条関係） 

年　　月　　日 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金 

交付申請書兼実績報告書 

 

魚津市長　　　　　　　宛 

申請者　住　所 

氏　名 

連絡先（電話） 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援事業が完了し、補助金の交付を受けたい

ので、魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金交付要綱第 12 条の規定によ

り、関係書類を添えて次のとおり申請します。 
 補助金交付申請額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
 住宅の取得費用 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
 事

業

の

成

果

建築場所又は

所在地

魚津市

 取得区分 
(☑ してく ださい )

□　転入者　・　□　市内居住者

 事業完了日 年　　　月　　　日
 

延床面積

①自己の居住部分　　　　　　　　　　　　　　㎡ 

②居住以外の部分（併用住宅の場合）  　　　　　　　㎡ 

③合計（①＋②）　　　　　　　　　　　　　　㎡ 

（併用住宅の場合　②＜50 ㎡ かつ ②／③＜ 0.5 ）
 認定通知書の 

番号及び日付
　　年　　月　　日付け　第　　　号



【別記４】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現行 

様式第５号（第 12 条関係） 

年　　月　　日 

 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金 

交付申請書兼実績報告書 

 

魚津市長　あて 

申　請　者 

転入後住　所 

氏　名　　　　　　　　　　　　 

連絡先（電話） 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援事業が完了し、補助金の交付を受けたい

ので、魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金交付要綱第 12 条の規定によ

り、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

備考 

　次に掲げる書類を添付してください。  

（１） 魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金額算出表（別紙１） 

（２） 建築基準法第７条第５項又は同法第７条の２第５項に規定する検

査済証の写し 

（３） 建物の登記事項証明書 

（４） 工事請負契約書又は住宅売買契約書等の写し 

（５） 転入後の世帯全員の住民票の写し 

（６） 世帯全員の市税等の完納証明書（非課税である者は滞納がないこ

とを証明する書類） 

（７） 建物（工事）引渡書の写し（中古住宅の購入の場合は不要） 

（８） 住宅の外観写真 

（９） 前各号に定める書類のほか、市長が必要と認めるもの 

 

 補助金交付申請額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 住宅の取得費用 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　　　　　　　　
 事

業

の

成

果

建築場所又は

所在地

魚津市

 取得区分 
(☑ してく ださい )

□　転入者　・　□　市内居住者

 事業完了日 年　　　月　　　日

 延床面積 ①自己の居住部分　　　　　　　　　　　　　　㎡ 

②居住以外の部分（併用住宅の場合）  　　　　　　　㎡ 

③合計（①＋②）　　　　　　　　　　　　　　㎡ 

（併用住宅の場合　②＜50 ㎡ かつ ②／③＜ 0.5 ）
 認定通知書の 

番号及び日付
　　年　　月　　日付け　第　　　号



【別記５】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正案 

様式第７号（第 14 条関係）  

　　　年　　月　　日 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金 

請求書 

 

 

魚津市長　　　　　　　宛 

申請者　住　所 

氏　名 

 

 

請求金額                   円 

 

ただし、　　　年　　月　　日付け魚津市指令　第　　号で交付決定を受

けた魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金として上記の金額を請求します。 

なお、次の口座に振込願います。 

 

※申請者名義の取扱金融機関名、口座番号等を記入してください。  

 

 

取扱金融 

機関名

銀行 

金庫 

農協

本店 

支店 

支所

 金融機関ｺｰﾄﾞ 店舗ｺｰﾄﾞ

 口座名義人 

（預金者名）

フリガナ
 

氏　名
 

 

種　別

１　普通 

２　当座 

３　その他(　)

口座番号



【別記５】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現行 

様式第７号（第 14 条関係）  

　　　年　　月　　日 

魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金 

請求書 

 

 

魚津市長　あて 

申　請　者 

転入後住　所 

氏　名　　　　　　　　　 

 

 

請求金額                   円 

 

ただし、　　　年　　月　　日付け魚津市指令　第　　号で交付決定を受

けた魚津市居住誘導区域住宅取得支援補助金として上記の金額を請求します。 

なお、次の口座に振込願います。 

 

 

※申請者名義の取扱金融機関名、口座番号等を記入してください。  
 

取扱金融 

機関名

銀行 

金庫 

農協

本店 

支店 

支所

 金融機関ｺｰﾄﾞ 店舗ｺｰﾄﾞ

 口座名義人 

（預金者名）

フリガナ
 

氏　名
 

 

種　別

１　普通 

２　当座 

３　その他(　)

口座番号



附　則 

この告示は、公表の日から施行する。


